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平成２９年３月７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 抵当権設定登記等抹消登記手続請求事件 

口頭弁論終結日 平成２９年２月１４日 

 

判     決 

原告         Ｘ 

被告         国 

 

主     文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 被告は、別紙物件目録１記載の各土地について、前橋地方法務局高崎支局平

成７年７月７日受付第●●号抵当権設定登記の抹消登記手続をせよ。 

２ 被告は、別紙物件目録２記載の土地について、前橋地方法務局高崎支局平成

２０年１２月１９日受付第●●号差押登記の抹消登記手続をせよ。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、別紙物件目録１記載の各土地（以下「本件不動産１」という。）及び

別紙物件目録２記載の土地（以下「本件不動産２」という。）の所有者である原

告が、①被告が本件不動産１に設定した抵当権設定登記について、原告被告間

の物上保証契約の解除に基づき抹消登記手続を求めるとともに、②被告が本件

不動産２に設定した差押登記について、所有権に基づく妨害排除請求権に基づ

き抹消登記手続を求める事案である。 

２ 前提となる事実（末尾に証拠の記載のない事実は、当事者間に争いがないか、
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当裁判所に顕著である。） 

（１） 当事者等 

ア 原告は、Ａ株式会社（以下「Ａ」という。）の元代表取締役であり、本

件不動産１及び本件不動産２の所有者である。 

イ Ａは、昭和４２年１１月●日に設立された、土木建築業等を営む株式

会社である。 

（２） 抵当権設定登記及び差押登記 

ア 本件不動産１につき、原因を「平成７年７月７日換価の猶予にかかる

平成２年度・３年度・４年度・５年度及び６年度源泉所得税・法人税・

消費税及び法人臨時特別税（延滞税を含む）」とし、債務者Ａ、債権額１

５４６万５７６０円、抵当権者大蔵省（取扱庁高崎税務署）とする抵当

権設定登記（前橋地方法務局高崎支局平成７年７月７日受付第●●号。

以下「本件抵当権設定登記」という。）が設定されている。 

イ 本件不動産２につき、原因を「平成２０年１２月１９日高崎税務署差

押」とする、債権者財務省による差押登記（前橋地方法務局高崎支局平

成２０年１２月１９日受付第●●号。以下「本件差押登記」という。）が

設定されている。 

（３） Ａ及び原告の破産 

ア Ａは、平成１５年２月１９日前橋地方裁判所で破産宣告を受け、同年

７月●日に同時破産廃止決定が確定した。（乙２２） 

イ 原告は、平成１８年頃、前橋地方裁判所高崎支部で破産手続開始決定

を受け、同年２月●日、免責許可決定を受けた。 

３ 法令の定め 

（１） 国税徴収法（平成２６年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。） 

ア １５１条１項 税務署長は、滞納者が次の各号の一に該当すると認め

られる場合において、その者が納税について誠実な意思を有すると認め
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られるときは、その納付すべき国税（中略）につき滞納処分による財産

の換価を猶予することができる。ただし、その猶予の期間は、１年をこ

えることができない。 

一 その財産の換価を直ちにすることによりその事業の継続又はその

生活の維持を困難にするおそれがあるとき。 

二 その財産の換価を猶予することが、直ちにその換価をすることに比

して、滞納に係る国税及び最近において納付すべきこととなる国税の

徴収上有利であるとき。 

イ １５２条 国税通則法第４６条第４項から第７項まで（中略）の規定

は、前条第１項の規定による換価の猶予について準用する。（以下略） 

（２） 国税通則法（平成２６年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。） 

ア ４６条５項本文 税務署長等は、第２項又は第３項の規定による納税

の猶予をする場合には、その猶予に係る金額に相当する担保を徴さなけ

ればならない。 

イ ５０条 国税に関する法律の規定により提供される担保の種類は、次

に掲げるものとする。 

三 土地 

六 税務署長等が確実と認める保証人の保証 

ウ ５２条１項 税務署長等は、担保の提供されている国税がその納期限

（中略）までに完納されないとき（中略）は、（中略）その担保として提

供された金銭以外の財産を滞納処分の例により処分してその国税及び当

該財産の処分費に充て、又は保証人にその国税を納付させる。 

エ ５２条２項 税務署長等は、前項の規定により保証人に同項の国税を

納付させる場合には、（中略）その者に対し、納付させる金額、納付の期

限、納付場所その他必要な事項を記載した納付通知書による告知をしな

ければならない。（以下略） 
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オ ５２条３項 保証人がその国税を前項の納付の期限までに完納しない

場合には、税務署長等は、（中略）その者に対し、納付催告書によりその

納付を督促しなければならない。（以下略） 

カ ５２条４項 第１項の場合において、（中略）保証人がその納付すべき

金額を完納せず、かつ、当該担保を提供した者に対して滞納処分を執行

してもなお不足があると認めるときは、保証人に対して滞納処分を執行

する。 

キ ６３条１項本文 （前略）国税徴収法（中略）第１５１条第１項（換

価の猶予）の規定による換価の猶予をした場合には、その猶予（中略）

をした国税に係る延滞税のうち、（中略）当該換価の猶予をした期間（中

略）に対応する部分の金額の２分の１に相当する金額は、免除する。 

（３） 国税通則法施行令 

ア １６条３項 法第５０条第３号から第５号まで（土地、建物等）に掲

げる担保を提供しようとする者は、抵当権を設定するために必要な書類

を国税庁長官等に提出しなければならない。この場合において、その提

出を受けた国税庁長官等は、抵当権の設定の登記又は登録を関係機関に

嘱託しなければならない。 

イ １６条４項 法第５０条第６号（保証人の保証）に掲げる担保を提供

しようとする者は、保証人の保証を証する書面を国税庁長官等に提出し

なければならない。 

４ 当事者の主張 

（１） 本件抵当権設定登記について 

（原告の主張） 

原告は、延滞金を免除すること及び売掛金の差押えをしないことを高崎

税務署の統括官が約束したので、Ａの租税債務を物上保証した。しかし、

原告が本件不動産１の買手を探して被告に担保の解除を求めると、被告は、
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延滞金も支払わなければ解除しないといい、延滞金を請求しないとの約束

を破った。また、被告はＡの売掛先に対し売掛金差押のための通知をした。 

よって、原告は、平成７年７月７日付物上保証契約を約束不履行で解除

する。 

（被告の主張） 

被告は、国税徴収法１５１条の規定に基づき、Ａに対する租税債権の換

価の猶予をすることにし、同法１５２条で準用する国税通則法４６条５項、

５０条３号及び同法施行令１６条３項により、原告から担保提供を受けて

本件抵当権設定登記を行い、換価の猶予を行った。担保提供に係る国税が

完納された事実等はないから、提供を受けた担保を解除すべき事由は何ら

生じておらず、本件抵当権設定登記が抹消されるべき理由は存しない。 

高崎税務署長は、国税通則法６３条１項に基づき、換価を猶予した滞納

国税に係る延滞税の２分の１に相当する金額につき適法に免除手続を行っ

た。また、猶予期間においてＡの売掛金の差押えを行った事実はない。そ

もそも、原告と高崎税務署徴収職員との間で本件不動産１の物上保証に当

たり原告が主張するような約束をした事実はない。よって、約束不履行に

よる解除は無効である。 

（２） 本件差押登記について 

（原告の主張） 

原告は、被告に個人資産を差し押さえられる理由はない。 

原告が納税保証をしたことは認めるが、これは、延滞税を免除し、売掛

金の差押えをしないとの約束があったからであり、この免除約束が認めら

れないのであれば、納税保証は契約不履行として解除する。 

（被告の主張） 

被告は、国税徴収法１５１条に基づき、Ａの滞納国税につき換価の猶予

をするに当たり、同法１５２条で準用する国税通則法４６条５項、５０条
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６号及び同法施行令１６条４項により、担保として、原告の納税保証を徴

することとした。その後、Ａが猶予期間満了までに滞納国税を完納しなか

ったため、高崎税務署長は、国税通則法５２条２項に基づき、保証人たる

原告に対し告知処分を行い、納付期限までに告知国税が完納されなかった

ことから、同条３項に基づき、催告書により納付を督促したが、原告は、

催告書を発した日から起算して１０日を経過してもなお告知国税を完納し

なかった。Ａに対して滞納処分を執行してもなお不足があることが明らか

であったことから、高崎税務署長は、国税通則法５２条４項並びに国税徴

収法４７条１項及び６８条に基づき差押処分を行った。 

よって、本件差押登記が抹消されるべき理由は存しない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 前記前提となる事実、後掲証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認

められる。 

（１） 原告による納税保証の経緯 

ア Ａは、平成元年頃から経営不振により国税を滞納するようになり、滞

納分について高崎税務署と相談しながら約束手形で分割払をしていた。

（甲５、乙２４） 

イ 原告は、平成５年１２月２４日、高崎税務署において、Ｂ統括官（以

下「Ｂ統括官」という。）に対し、資金難により同年１２月３１日支払期

日の約束手形が決済できないので組戻しをしてほしいこと及び平成６年

３月３１日支払期日の約束手形を提供することを申し立てた。これに対

し、Ｂ統括官は、Ａの滞納国税が完納される見込みがなく、滞納処分に

着手する必要があることを原告に説明し、原告による納税保証を検討す

るよう指導した。（甲２、５、乙２４） 

ウ 原告は、平成５年１２月２７日、高崎税務署を訪れ、①Ａが別紙租税

債権目録１記載の同日現在の滞納国税（以下「本件滞納国税１」という。）
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の納税担保として原告の納税保証を提供する旨が記載された、Ａ作成に

係る同日付担保提供書、②原告が本件滞納国税１を納税保証する旨が記

載され、原告が保証人欄に署名押印した、原告作成に係る同日付納税保

証書及び③原告の同日付印鑑登録証明書１通を提出した。（乙１ないし

４） 

エ 高崎税務署長は、本件滞納国税１について、平成６年２月１日、担保

を原告の納税保証とし、猶予期間を平成５年１２月２７日から平成６年

３月３１日までの４か月として、国税徴収法１５１条１項２号に基づき、

滞納処分による財産の換価を猶予することを決議した（以下「本件換価

猶予１」という。）。（乙５の１、２） 

（２） 本件不動産１に係る物上保証の経緯 

ア 原告は、平成７年５月２９日、高崎税務署において、Ｃ上席（以下「Ｃ

上席」という。）に対し、Ａ所有の不動産を売却し、その売却代金により

滞納国税を全額納付したいこと、同年５月３１日支払期日の約束手形が

決済できないので、滞納国税の一部を納税し、残額の納付について同年

９月３０日支払期日の約束手形を提供したいこと及び原告所有の不動産

を担保提供したいことを申し立てた。これに対し、Ｃ上席は、早期に担

保提供書を提出するよう指示した。（甲３、５、乙２４） 

イ 原告は、平成７年６月１４日、高崎税務署を訪れ、①Ａが別紙租税債

権目録２記載の同日現在の滞納国税（以下「本件滞納国税２」という。）

の納税担保として原告所有の本件不動産１を提供し、原告が上記納税担

保の提供を承諾する旨が記載された、Ａ作成に係る担保提供書、②原告

が、本件不動産１について、本件滞納国税２を被担保債権として抵当権

設定登記をすることを承諾する旨が記載された、原告作成に係る同年７

月７日付抵当権設定登記承諾書及び③原告の同年４月７日付印鑑登録証

明書１通を提出した。（乙６ないし９） 
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ウ 原告は、平成７年６月２６日、高崎税務署において、Ｃ上席に対し、

同日５０万円を納税し、残額の納付についてはＡ所有の不動産を同年１

０月末までに売却し、同月３１日支払期日の約束手形により納税したい

こと、原告所有の不動産を担保提供したいことを申し立てた。（甲４、５、

乙２４） 

エ 高崎税務署長は、本件滞納国税２について、平成７年７月７日、担保

を本件不動産１とし、猶予期間を同年６月１４日から同年１０月３１日

までの５か月として、国税徴収法１５１条１項２号に基づき、滞納処分

による財産の換価を猶予することを決議した（以下「本件換価猶予２」

という。）。（乙１０） 

オ 高崎税務署長は、平成７年７月７日、本件不動産１について、本件抵

当権設定登記を経由した。（乙１１の１ないし１５） 

（３） 延滞税の２分の１の免除 

高崎税務署長は、平成１３年３月２２日、国税通則法６３条１項に基づ

き、本件換価猶予１及び本件換価猶予２において猶予した国税に係る延滞

税のうち、各猶予期間に対応する部分の金額の２分の１に相当する金額の

免除を行った。（乙１２） 

（４） 本件不動産１に対する差押え 

高崎税務署長は、平成１４年９月６日、本件換価猶予２の猶予期間内に

滞納国税が完納されなかったことから、国税通則法５２条１項並びに国税

徴収法４７条１項及び６８条に基づき、本件不動産１を担保物処分として

差し押さえ、同日付けでその旨の登記を経由した。（乙１１の１ないし１５、

乙１３）。 

（５） 本件不動産２に対する差押え 

ア 高崎税務署長は、Ａが、本件換価猶予１の期間満了日である平成６年

３月３１日までに本件滞納国税１を完納しなかったため、国税通則法５
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２条２項に基づき、原告に対し、同年４月６日付けで、本件滞納国税１

に係る同日付けの残高である別紙租税債権目録３記載の国税（以下「本

件告知国税」という。）について、納付期限を同年５月９日として、納付

通知書により告知を行った。（乙１５、１６） 

イ 高崎税務署長は、平成６年７月８日、保証人である原告が前記アの納

付通知書に係る滞納国税を納付期限までに完納しなかったことから、原

告に対し、国税通則法５２条３項に基づき、納付催告書により本件告知

国税の納付を督促した。しかし、原告は、上記催告書を発した日から起

算して１０日を経過しても本件告知国税を完納しなかった。（乙１７） 

ウ 高崎税務署長は、平成２０年１２月１９日、本件告知国税のうち、同

日付けで完納されていなかった別紙租税債権目録４記載の国税を徴収す

るため、国税通則法５２条４項並びに国税徴収法４７条１項及び６８条

に基づき、本件不動産２を差し押さえ（以下、この処分を「本件差押処

分」という。）、同日付けで本件差押登記を経由した。（乙１８ないし２０） 

（６） 現在の租税債権について 

Ａの平成２８年８月３１日現在における滞納国税は、別紙租税債権目録

５記載のとおりである。（乙１４） 

２ 本件抵当権設定登記について 

（１） 前記１で認定した事実によれば、高崎税務署長は、Ａの本件滞納国税２

について国税徴収法１５１条１項２号に基づき換価の猶予を行うに当たり、

国税通則法４６条５項及び同法施行令１６条３項に基づき、Ａから担保の

提供を受けて本件不動産１に本件抵当権設定登記を行ったこと、原告は、

本件不動産１につき本件滞納国税２を被担保債権として抵当権設定登記を

することを承諾していたことが認められる。 

（２） 原告は、原告がＡの租税債務について物上保証した理由は、延滞金を免

除すること及び売掛金の差押えをしないことを被告の統括官が約束したか
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らであるところ、被告は約束を破ったので、平成７年７月７日付物上保証

契約を約束不履行で解除する旨主張する。 

原告の陳述書（甲５）には、税金に利息を付けない約束があったので本

件不動産１を担保提供することに応じた、税理士にも相談し、税務署が利

息を免除するというなら応じていいだろうと言われて担保提供した旨の記

載がある。しかし、原告が提出する手帳（甲３、４）にも、利息を付けな

い旨の約束があった事実を裏付ける記載はなく、そもそも、税務署職員が

このような約束をする法的根拠もないことからすると、陳述書の上記記載

は直ちに措信し難く、他にこれを認めるに足りる証拠もない。 

（３） そうすると、原告の主張する約束がされた事実は認められないので、約

束不履行による物上保証契約の解除は認められない。したがって、物上保

証契約の解除に基づく本件抵当権設定登記の抹消登記手続請求は認められ

ない。 

３ 本件差押登記について 

（１） 前記１で認定した事実によれば、原告は、Ａの滞納国税につき約束手形

による決済が滞っていたため、高崎税務署のＢ統括官より、滞納処分に着

手する必要がある旨の説明を受けるとともに、原告による納税保証を検討

するよう指導を受けたことから、本件滞納国税１につき納税保証をする旨

の納税保証書等を提出したことが認められる。そして、高崎税務署長は、

原告による納税保証を担保として本件滞納国税１につき換価の猶予をした

ところ、Ａが、換価の猶予期間満了日までに同国税を完納しなかったため、

保証人に対する滞納処分の執行として、国税通則法５２条１項ないし４項

所定の手続を踏んだ上で本件不動産２につき差押処分をし、本件差押登記

を経由したことが認められる。 

（２） 原告は、本件滞納国税１につき納税保証をしたことについても、延滞金

を免除すること及び売掛金の差押えをしないことが約束であったと主張し、
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納税保証契約を約束不履行により解除する旨主張する。 

原告の陳述書（甲５）には、平成５年１２月２日に高崎税務署の統括官

であるＤ及びＣが、原告が担保提供し個人保証をすれば利息を免除すると

約束した旨の記載がある。しかし、原告が提出する手帳（甲１、２）にも、

上記のような約束があった事実を裏付ける記載はなく、そもそも、税務署

職員がこのような約束をする法的根拠もないことからすると、陳述書の上

記記載は直ちに措信し難く、他にこれを認めるに足りる証拠もない。 

（３） そうすると、原告の主張する約束がされた事実は認められないので、納

税保証契約の解除は認められない。本件差押処分は、保証人たる原告から

の徴収手続を適法に踏んで行われたものであり、同処分に基づいて設定さ

れた本件差押登記を抹消すべき理由はない。したがって、原告の所有権に

基づく本件差押登記の抹消登記手続請求は認められない。 

４ 結論 

以上の次第で、原告の請求はいずれも理由がないので、これらをいずれも棄

却することとして、主文のとおり判決する。 

 

前橋地方裁判所高崎支部 

裁判官   髙部 祐未 

 


